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貿易構造の変化と市場の階層化

石 田 修

はじめに

　著者は、石田（2004a）において、実物経済

から見た経済のグローバル化の特徴が、生産過

程の国際的分散を支える貿易構造であると主張

した。そこでは、生産過程の国際的分散を統合

する貿易構造を「貿易の垂直構造」と定義し、

その拡大を「貿易の垂直化」であると考えた1）。

本稿では、貿易の垂直化のなかで進行している

「双方向貿易の拡大」を確認し、それと並行し

た変化として「市場の階層化」を明らかにする

ことが目的である。

　双方向貿易分析の第1基準は、輸出と輸入の

「重複度」である。そして、第2基準である「輸

出入単価比率」に応じて、双方向貿易は垂直的

差別化と水平的差別化に分類される。また、貿

易構造を示す指標は、輸出額と輸入額の合計で

ある「総貿易」を用いる。それに対して、市場

階層分析では、第1の基準として「輸出入単価

比率」を考える。そのなかで、輸出単価が輸入

単価より大きな場合、同じ程度、そして輸出単

価が輸入単価より小さな場合の3つの区分を行

なう。市場階層の分析では、一国内部の部門間

の相対関係を見るための「比較優位指数」、同一

1）ここでいう「垂直」という概念は、Pasinetti（1973）

の「垂直的統合」モデルに依拠している。詳しくは、

石田（2004b）を参照のこと。

部門の国際関係を示す「競争力指数」、そして、

「輸出規模」、「輸入規模」を用いる。

　本稿は以下のような構成をとる。まず、貿易

分析に用いる指標を確認し、貿易構造分析の2

つの視点を提起する。次に、従来型産業分類に

基づいた産業内貿易分析と用途別財分類に基づ

いた双方向貿易分析を確認する。その上で、従

来型産業分類の視点による産業内貿易分析より

も、用途別室分類に基づく双方向貿易分析の方

が、近年の経済のグローバル化の特徴を明確に

することを主張する。つづいて、市場階層に基

づいた分析方法を確認し、用途別財分類に従っ

て日本の貿易市場の階層構造を検討する。くわ

えて、アジア3ヵ国の貿易構造と対比するなか

で、日本の貿易構造の特徴を概観する。最後

に、本稿の要約を行う。

　以下では、日本の貿易構造は1988年からの

データが利用できるため、長期の構造変化を分

析している。しかし、アジア諸国（韓国、台湾、

中国）との比較では、データの制約から1994年

からの中期の構造分析になっている。

1．分析指標と2つの構造分析

　　q）競争力指標

　　　国際競争力の指標として、純輸出比率を用い

　　ることにする。産業部門‘の純輸出比率とは、
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　　　　　　　　　　　　　経　済　学研　究

　　　　　　　　　二一M’。100
　　　　　　遠沈R．＝
　　　　　　　　濯　x＋ルf
　　　　　　　　　　”
と定義されるもので、この指標を利用して

　　　　　　　　　　　㎜，
　　　　　　　GL，＝1－
　　　　　　　　4　　　100

とおくならば、これは一般的に産業内貿易の指

標として用いられるグルーベル・ロイド指標で

ある。純輸出比率がゼロであるならば‘部門は

貿易収支が均衡し、プラスであれば国際競争力

があり、マイナスであれば国際競争力がないこ

とを示すものと考える。この指標は、同一産業

（部門）の国際間の比較に用いることが可能で

ある。

　（2）貿易収支への貢献度と比較優位

　本稿では、：Lafay（1987，1992）により提示さ

れた、貿易収支への貢献度を示す顕示比較優位

指数を用いる。これは、Balassa（1965）の指

標とは異なる。Balassaの指標は、当時の輸入

額に関税などの保護主義的処置の影響が見られ

るため、輸出額が用いられた。しかし、輸入の

側面では、GATT－WTOにおける多角的貿易交

渉により関税障壁や非関税障壁が低くなるとと

もに、輸出の側面でも、輸出補助や「輸出自主

規制」など輸出構造を歪曲する政策も確認され

てきた。また、製品輸入比率の拡大という貿易

構造の変化とともに、輸入の要因を貿易構造分

析に取り入れる必要性がでてきた。特に、産業

内貿易の拡大は、比較生産費の指標がネットの

貿易概念であるべきという認識を浸透させてい

る。このような認識に基づいて、Lafay（198Z1992）

は、輸出額と輸入額を総合的に組み込んだ指標

を提示した。それは、次のようにして導かれる。

本国と特定国との総貿易額（全輸出Xと全輸入

M）に占める製品部門叔輸出X、輸入砿）との
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　　割合（B‘）として

　　　　　　　　R＝瓦＋λ4・

　　　　　　　　　」　x＋M

　　とおく。そして、理論的収支（B‘）を

易＝（矛一ルの・R

とおくと、貿易収支への貢献度からみた比較優

位（G）は、実際の貿易収支と理論的収支の差

として

C，＝（X，一M，）一，8，

とおける。B‘（理論的収支）は、為替変動によ

る貿易収支の黒字や赤字といった短期の変動要

因を排除する意味がある。そして、産業（品目）

ごとの比較優位（C‘）をすべて足し合わせると

ゼロとなる。さらに、この指標を用いて国際間

の比較や一国の時系列での比較を行なう場合

は、ODP（y）の割合（一般には千分比）を用

いる。

　　　　　　　α＝（X’一M’）一高．1000

　　　　　　　‘　　　　｝7

　　　以上の式から分かるように、貿易収支への貢

　　二度とは、国際間の同一産業の国際比較による

　　競争力の指標ではなく、同一国民経済内部での

　　産業間の関係を見た指標である。たとえば、同

　　一産業の国際間の経済関係として、産業レベル

　　での貿易収支がプラスであり、収支の絶対額を

　　指標としてその産業の競争力があるとしても、

　　収支への貢献度を計算すると、マイナスとなる

　　可能性がある。これは、他の産業の貿易収支へ

　　の貢献度に比べてその部門の貢献度が相対的に

　　低い場合、貿易収支への貢献度がマイナスの指

　　標となるためである。

　　　ところで、本分析では、一国の時系列での比

　　較優位構造を見る際に、以下のような総貿易額
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に対する割合である指標を用いる。すなわち、

α＝（二一M’）一二．1000

　’　　x＋ルf

一〔篇篇｝篶㎝

である。右辺のカッコ内部は、第1項は∫部門

の競争力指標であり、第2項はその国全体の競

争力指標であることから、一国の競争力水準か

らの‘部門の競争力の偏差を示す。そして、

カッコの後は、総貿易に対する‘部門の貿易規

模のウエイトである。したがって、この指標で

は、総貿易でウエイト付けされた相対競争力指

標を比較優位指標と考えている。

　以上のように、GDPの割合として比較優位指

標を考察する場合と、総貿易の割合として比較

優位指標をみる場合は、相対関係を見るという

意味では変わらない。さらに、競争力指標と異

なり、短期的な経済変動により左右される要因

を排除できる指標である。しかし、指標の背後

にある含意は異なる。

　GDPの割合として考察する場合の比較優位

指標は、純輸出の理論値と実際の純輸出との偏

差に注目し、それが国内経済変数との関連を持

つことを示している。つまり、比較優位は、当

該財の生産が国内需要よりも大きく増加するか

どうかに依存して変化する。したがって、この

場合の比較優位指数は、内需を含む変数として

GDPを考えているという含意がある。それに

対して、総貿易の割合としての比較優位指標

は、同一部門の国際関係を示す国際競争力指標

を、一国における各部門の相対関係へと変換す

る方法である。ここでは、当該国の内需を含む

GDPとの関係は見られず、あくまでも国際経済

活動にのみ注目した指標となっている。

　さらに、各国の比較を行うときに、指標の経

済的意味が異なる。GDPに対する割合として

の比較優位指数は、貿易の割合が各国で異なる

ため、各国の部門間の比較優位の標準偏差に大

きく隔たりがでてくる。同一部門の各国の比較

優位の絶対的格差は、GDPに対する貿易の規模

の相違を示す。それに対して、総貿易に対する

割合で示した比較優位は、国の経済規模に占め

る貿易の規模の比較に関する情報は排除され

る。したがって、貿易構造にのみ焦点をあてて

各国の比較する場合には、総貿易の割合を用い

る方が適切であると考える。

　また、時間の変化のなかで比較優位指標を考

察する場合にも、2つの比較優位指標は異なる

値を示す。たとえば、日本を考えると、「失わ

れた10年」といわれる低成長のなかでGDPの伸

びは低くいが、総貿易は大きく拡大している。

したがって、同一国の異時点の比較では、比較

優位指数の増減に相違が現れる。

（3）双方向貿易

　1つの商品品目の貿易に注目すると、ある国

では輸出か輸入の一方の貿易が支配的である場

合を一方向貿易と考え、輸出入ともに大きな場

合を双方向貿易と定義する。双方向貿易は、さ

．らに、輸出入単価比を基準に分類できる。輸出

と輸入の単価の相違は財商品の品質の相違を示

す指標と考え、双方向の貿易品目の単価が類似

したものを水平差別化貿易、異なるものを垂直

差別化貿易と呼ぶ。これは、Abd．ELRahman

　（1986，1991）により提起され、1つにGreenaway，

Hine　and　Milner（1994，1995）が、そして、もう

1つにFontagne　and　Freudenl）erg（1997）、　Fon－

tagn6，　Freudenberg　and　P6ridy（1997）が精緻1

化した分析である。以下で、後者の測定方法を概
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観しておこう。

　まず、輸出入の重複度を測定する手段を、日

本とゐ国の‘品目の貿易を’期でみると（ここで

の‘は産業ではなく、貿易統計上の貿易品目で

あり、この品目を特定の集団として集計すると

産業になる）、

　　　　　　　　　ル伽（焔’，磁〃）
　　　　　70L＝
　　　　　　　　　撫（激”，磁の

とおく。そして、

1「OZ　＞0．1

の場合に、相手国と輸出入が同時に発生し、重

複貿易が行われていると考え「双方向貿易」と

定義する。そして、

70L　≦　　0．1

の場合は、輸出あるいは輸入どちらか一方の貿

易が支配的であると考え「一方向貿易」と呼ぶ。

　次に、品目ごとの輸出（輸入）金額を輸出数

量（輸入数量）で割った単価σVX、（㎜）を

用いて、

　　　　　　1　　σ隈》
　　　　　一≦　　　　≦1＋α
　　　　　1＋α　σ肱サ

という基準を用いる。この場合、

0≦α≦0。15

である場合には、同質の品目の貿易であるとし

て、「水平差別化貿易」と呼ぶ。これに対して、

方向貿易、水平差別化貿易、垂直差別化貿易の

いずれかである部門に集計する方法が以下の式

である。

　　　　　　　ΣΣ（瑞＋M紛

　　　　71h〃＝た　f
　　　　　　　ΣΣ（x、，，＋Mの

　　　　　　　々　　’

ただし、Wとは一方向貿易、水平差別化貿易、

垂直差別化貿易のいずれかである。

　本稿では、従来型の産業別財分類における双

方向貿易を慣行に従い「産業内貿易」と定義し、

需要段階の用途別財分類に応じた双方向の貿易

に対して「双方向貿易」と定義する。そのため、

産業別分類と用途別分類の両方に適応できる一

般的用法としての双方向貿易とは区別して用い

ることを確認しておきたい。

　さらに、本稿では、輸出財の差異化が進展し

ている状況や、あるいは、差別化財であったも

のが普及品化（標準品化）し低価格化する「コ

モディティ化」に注目する。そのため、輸出入

単価比率の変化を確認し、輸出財が属す市場階

層を分析する。つまり、自国の輸出財の市場

を、輸出入単価比率（UVR）の大きさに応じて、

表2のように3つの市場階層に分類する。重複

度（TOL）がゼロ以上のものを全て対象とし、

UVRが1．15より大きな場合は輸出財が差異化

されている市場として「差異化財市場」と定義

し、UVRが111．15と1．15の間にある場合の市場

を「中間市場」と呼ぶ。そして、UVRが111．15

より小さい場合は、輸出財が標準品化あるいは
0．15　ぐ　α

の場合は、異なる質の品目の貿易であると考え

「垂直差別化貿易」と定義する2）。

　以上の2つの基準を組み合わせると、貿易の

形態は表1のようにまとめられる。

　そして、品目ごとに計算されたデータを、一

2）閾値により水平差別化貿易と垂直差別化貿易の割
合が異なる。たとえば、本分析の基準である0．15か

　ら見れば、0．2では垂直差別化貿易の割合は過小評価

　され、逆に水平差別化貿易が過大評価されることに
なる。逆に0．2の値からすれば、0．15は垂直差別化貿

易が過大評価される。ただし、0．15をとろうと0．2を

　とろうと、傾向は変わらない。
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表1　産業内貿易の分類

0　≦　α　≦　0．15 0．15　＜　α

TO．乙　＞　0．1 双方向貿易・水平差別化貿易 双方向貿易・垂直差別化貿易

TO五　≦　0。1 一方向貿易

表2　輸出入単価比率と貿易形態および市場階層

70Z　＞　0．1 τ0∠，　＞　0

㎜＞1．15 垂直差別化 差異化財市場

111．15≦㎜≦1．15 水平差別化 中間市場

1！1．15＜㎜ 垂直差別化 普及化財市場

コモディティ化した「普及化財市場」と呼ぶ3）。

差異化市場財と標準化財市場とは重複度が10％

以上の垂直差別化財と一方向貿易に分類される

重複度が10％以下の財の両方を含む。そのた

め、差別化財を包摂するより広範な財市場の定

義として差異化市場と普及化市場という用語を

用いている。

（4）　2つの貿易構造分析：集計指標の相違に留

　意して

　産業内貿易や双方向貿易の分析をする場合、

第1の基準は輸出入の「重複度」（勿OL）である。

そして、第2の基準である「輸出入単価比率」

（㎜）に応じて垂直的差別化と水平的差別化

に分類する。また、貿易構造を示す指標は、輸

出金額と輸入金額の合計である「総貿易」であ

る。図1では、重複度を基準とし、輸出入単価

3）差異化市場財と普及化市場上とは重複度が10％以
上の垂直差別化財と一方向貿易に分類される重複度

が10％以下の財の両方を含む。そのため、差別化財
　を包摂するより広範な財市場の定義として差異化市

場と普及化市場という用語を用いている。また、
Fontagn6，　Freudenberg　and　P6ridy（1997）では、

各国の市場を比較するために、輸出入単価比率のEU
平均をもとめ、それを基準にプラス15％以上のもの
を上級市場財（up・market　products）、マイナス15％

以下を下級市場財（down－market　products）、その間

　を中間市場財（middle・market　products）と定義し

ている。

比率と貿易の重複度により12×11グループに分

け双方向貿易の領域を示している。そして、貿

易構造とは、各グループの総貿易（輸出額と輸

入額の合計）に占める割合を見たものである。

この図は輸出入単価比率（㎜）が1以上の場

合を示しているが、差別化貿易全体の計算で

は、この表に対応して輸出入単価比率（㎜）が

1より小さい領域の表が存在する。単価は1＋

αに対応する1／（1＋α）にあたる。たとえ

ば、αが0．3と0．5であれば、単価は1．3〈㎜≦

1．5と111．15＜㎜≦ユ11．3という2つの単価

の間にあるデータを合計したものとして計上さ

れている。つまり、あくまでも単価比率の相違

が問題であり、輸出単価と輸入単価の大小関係

を考慮する必要はない。したがって、3つの貿

易形態の割合を見るために、それぞれの領域の

総貿易額を集計することが目的となる。

　それに対して、もう一つの分析の視点があ

る。つまり、第1の基準として、22のグループ

からなる「輸出入単価比率」（㎜）を考える。

そのなかで、輸出単価が輸入単価より大きな：場

合、同じ程度、そして輸出単価が輸入単価より

小さな場合3つの区分を以下の図2のように行

なう。この分類の中で、特に差異化財市場と普

及化財市場に注目する。この輸出入単価比率を

基準とした視点からみた貿易構造分析の指標
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図1　双方向貿易の区分
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注）①表ではTOLを百分比で示している。②表の行は輸出入単価比である。③分析指標は輸出額と輸
　入額の合計である「総貿易」の割合である。

図2　貿易財市場の階層
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注）①表の行ではTOLを百分比で示している。②分析指標は比較優位指数や輸出額・輸入額である。

は、産業内貿易の指標とは異なる。ここでは、

輸出額、輸入額、同一部門の国際比較のための

競争力指標、そして同一国内の部門間比較の比

較優位指標を2つの市場階層に適用する。
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2．双方向貿易の分析枠組み

（1）HSデータ

　以下の分析では、H：S分類6桁レベルの品目

ごとの輸出入金額と輸出入数量を用いて、日本

と主要14ヵ国との集計レベルで貿易構造を検

討する。時系列データとして、1988年から2000

年までの13年間が利用できる且S（88）のデータ

を使用している4）。また、それ以降はHS（96）

のデータを補足利用する。対象国は、韓国、台

湾、シンガポール、香港、タイ、マレーシア、

インドネシア、フィリピン、中国、アメリカ、

ドイツ、フランス、イギリス、イタリアの14力

国である。表3から分かるように、日本と14ヵ

国の貿易は、日本全体の貿易額の支配的部分を

占めているため、わずか14ヵ国であるが、日本

の貿易構造の変化をみる第一次近似とみなすこ

とは妥当であると考える。

　表3は、14ヵ国のサンプルによる集計結果と

日本の貿易総額の95％以上を占める47ヵ国の

サンプルによる集計結果とを比べたものであ

る。水平差別化貿易4．7％と5．9％、垂直差別化

貿易構造の変化と市場の階層化

　　　　　　　　貿易26．9％と32．8％、一方向貿易68．0％と60．8％

　　　　　　　　となっていることから、14ヵ国を集計した貿易

　　　　　　　　構造は、42ヵ国のとの貿易構造に比べて双方向

貿易の割合が高くなる傾向にある。これは、

14ヵ国の集計では製品比率が高く、一次産品貿

易の比例が少ないためである。本分析では、製

品貿易における貿易構造の変化に焦点をあてる

という意味から、この14ヵ国で貿易構造の変化

を見ることが可能であると考える。

　さらに、貿易統計に関して、注意すべき点が

ある。HS分類による貿易統計の価格は、国際

比較をするために、ドル為替レート表示で与え

られている。輸入はCIF価格、輸出は：FOB価格

であるため、輸入価格は運賃・保険料価格分だ

け上振れして計上されている5）。表4のよう

に、非調整のデータと、IM：Fのマニュアルに示

されているようにCI：FをFOBに換算する比率

0．9（C皿7／FOB比率は1．11）として、　CI：F輸入

価格をFOB価格に換算したものと比較すると、

微妙な相違が現れている。しかし、同一国の時

系列での変化の傾向を観察する場合には問題が

生じないであろう。

表3　日本の総貿易における14ヵ国の貿易の割合

1988 2000 1988 2000

総貿易 68．8 69．3

　機械

@電機
ｸ密機器

79．2

W0．6

V8．6

83．3

W8．9

W4．6

　資本財

@　部品
ﾏ久消費財
?ﾏ久消費財

77．7

W5．1

V3．7

W9．2

84．3

W9．5

W0．7

X1．3

注）輸出と輸入の合計を貿易額として、日本の総貿易額に占める14ヵ国の貿易額の割合

　を計算した。以下でも、貿易の割合とは輸出と輸入を合計した貿易量を使用するこ
　とにする。

表4　47力国と14力国、CIFIFOB非調整値とCIF／FOB調整値の比較（％）

1990（非調整値） 1990（調整値） 2000（非調整値） 2000（調整値）

サンプル数 47力国 14力国 47力国 47力国 14力国 47力国 47力国 14力国

　一方向貿易

?ｽ差別化貿易

rｼ差別化貿易

77．5

Q．9

P8．8

71．2

R．7

Q4．0

77．7

Q．1

P9．4

71．6

Q．6

Q4．6

68．0

S．7

Q6．9

60．8

T．9

R2．8

67．9

S．9

Q6．8

60．8　層

U．0

R2．6

注）物量単位に問題があるため計測不能部分がある。そのため、合計が100％にならない。
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（2）貿易数量

　数量単位は、価格表示であるドルのような単

一の基準は存在しない。単位の標準化は、国ご

と、そして年ごとに定義されている。たとえ

ば、貿易品目により、

　1：トン

　2：立方メーター

　3：平方メーター

　4：キロメーター

　5：千単位

　6：千組

　7：百万キロワット1時

　8：キュリー

などの単位が使用される6）。また、同一年の

輸出の単位と輸入の単位が異なることもある

し、同一品目でも年により単位が異なることも

ある。さらに、1つの貿易品目のなかでも多様

な単位が使用される場合もある。そのような時

には、その品目でもっとも金額が大きな部分の

単位が使用され、他の部分は、支配的な部分の

単位を用いて数量単位が推計され同一の単位と

して集計されている。そのため、それぞれの単

位には、数量単位についてのメタデータ（デー

タの記述法に関するデータ）が付与され、

4）HS（88）とは、　HS分類の1988年版であり、1988

年から2000年までのデータが利用できる。また、
HS（96）とは1996年版である。　HS（96）では財分

類が多少変更されている。本章では、80年代後半の

貿易構造の変化を分析する目的から、HS（88）の
分類を基準にしている。また、データを補足するた
　めにHS（96）データを利用した。

5）貿易統計では、輸入はCI：F価格（運賃・保険料込

　み価格）、輸出は：FO：B（本船甲板渡し価格）で計上

　されているため、「相手国から日本への輸入額」と

　「日本から相手国への輸出額」では、運賃・保険料

の部分だけ異なり、金額は一致しない。そこで、運
賃・保険料分の価格差により輸入価格が上振れした
　データで処理している。

6）数量単位の詳しい解説は、たとえば、税関のホー

　ムページhttp：〃www．customs．gojpに解説が載って

　いる。

　0：単位がそろっている品目

　1：推計データ

　2：不完全

　3：1と2の両方の場合

という表記が使用されている。したがって、輸

出と輸入の単価を比較する場合、同一の単位で

ある確認が必要である。より厳密にするには、

計測不能な項目が多くなるものの、メタデータ

が0である品目で単価を計算する必要がある。

本稿ではメタデータは1まで利用している。

（3）単価

　輸出・輸入品目が同じ物量単位であり、それ

ぞれの品目の単位当たり価格が比較可能なもの

を輸出入単価比率という表現を用いている含意

を確認したい。すなわち、輸出入単価の格差に

は財品目の質が反映すると考える。質とは、国

ごとに異なるデザインや機能を持つ差別化され

たもの、その品目に体化されたそれぞれの国民

経済の標準的な労働の質の相違を反映したも

の、その国の技術力の相違などを反映したもの

など、さまざまな要因が考えられる。たとえ

ば、垂直差別化貿易における質の差とは国際間

の技術要素の相違を反映したもので、水平差別

化貿易では消費者の嗜好に影響するデザインや

機能などを反映したものと考えられるであろ

う。とりわけ、垂直差別化貿易に関しては、そ

の決定要因に関しては国のレベルの要因、産業

ベルの要因、企業レベルの要因など実証研究で

議論されているが、水平差別化貿易に比べて、

理論的研究はさほど展開されていない7）。

（4）　2つの財分類

　以下では次のような2つの財分類に基づいた

分析を行う。
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　第1に、品目を集計して1つの産業とする場

合、HS分類2桁の21部97類に基づき、農産物等

（HS　2桁分類で01から15）、食品（16から24）、

鉱物生産物（25から27）、化学（同28から47）、

皮革・履き物（41から43、64から67）、木材・

紙（44から49）、繊維（50から63）、窯業（68か

ら70）、鉱工業（72から83）、機械（84）、電機

（85）、輸送機（86から89）、精密機i器等（90か

ら92）、家具など雑品（94から96）、その他（71：

貴金属等、93：武器、97：美術品）というよう

に、15産業に分類した。以下では、産業分類の

中でも主要貿易産業である鉱業、化学、機械、

電機、輸送機、精密機器を取り上げる。

　第2に、素材・部品・資本財、・消費財という

経済活動の需要段階に応じて分類を行う。本稿

では、表5のような国連の貿易統計の分類基準

であるBEC（Broad　Economic　Categories）に

依拠する。表6は、それを用途別に再整理した

ものである。用途別段分類と従来型の産業分類

には、次のような相違点がある6たとえば、産

業分類にある自動車は、用途別財分類にある輸

送機とは異なる財分類である。前者の分類は、

乗用車、産業用車両、そして、一部の部品を含

むものである。さらに、自動車に組み込まれる

部品としてのタイヤなどは、化学に分類され

る。それに対して、後者では、完成車と部品は

明確に区別され、また、前者で化学に分類され

たタイヤは輸送機部品に分類される。BEC分

類はSITCコードをもとにHS（96）コードによ

る再分類が行われている。本稿では、1988年か

らのデータを分析するために、HS（96）をHS

（88），に調整した8）。

（5）用途別丁分類の意義

　従来型産業分類ではなく用途三三分類に注目

することの意義について確認しておこう。

　第1に、資本財、中間投入財（部品や製品原

材料）、消費財という3つの財カテゴリーそれ

ぞれには経済的含意がある。まず、資本財の一

方向貿易は、資本財に体化された技術の移転の

経路であり技術の国際的配分を示す指標と考え

られる。特に、差異化財市場における資本財輸

出は、貿易相手国の技術水準の上昇に寄与す

る。次に、中間財の貿易は、技術の移転経路で

表5　BECによる用途別分類

111．産業用
11．原料

112．家庭用
1．食料・飲料

12．加工品
121．産業用

122．家庭用

　　　　　　　、Q．産業用原材料
21．原料

22．加工品

31．原料

3．燃料および潤滑財
32．加工品

321．内燃機関用燃料

322．その他

4．資本財
41．資本財

42．部品

51．乗用車

5．輸送機 52．その他
521．産業用

522．その他

53．部品

61．耐久消費財

6．消費財 62．半耐久消費財

63．非耐久消費財

7．その他
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　表6　生産過程と対応させたBEC分類の再整理

産業連関 BEC分類
111．産業用食料・飲料原料

素原材料 21．　産業用素原材料

31．　燃料・潤滑財原料

121．産業用燃料・潤滑剤加工品

半製品
22．　産業用製品原材料

中間財
321．内燃機関用燃料

322．その他燃料潤滑油

部品
42．　資本財部品

53．　輸送機部品

資本財
41．　資本財

521．産業用輸送機

51．　乗用車

522．その他非産業用輸送機

最終財 112．家庭着食料・飲料

消費財 122．家庭用燃料・潤滑剤加工品

61．　耐久消費財

62．　半耐久消費財

63．　非耐久消費財

はなく、むしろ、技術の定着度を示す指標と見

るべきであろう。たとえば、日本の部品や製品

原材料の輸入が拡大することは、貿易相手国に

中間財の生産技術が定着し、中間財生産の比較

優位が作用している証左と考えられる。そし

て、消費財貿易は、製品の付加価値生産を最終

的に実現するもので、最終消費需要が持続的で

ないならば資本財や中間財の貿易は停滞する。

さらに、中間財貿易を拡大させるものは相手国

の外需としての消費財貿易・資本財貿易（もち

ろん内需も）が堅実である必要がある。

　第2に、BEC分類に基づく中間財や資本財の

貿易構造の変化は、経済のグローバル化のなか

での生産構造の国際的分散を反映するものと考

えることができる。従来の貿易論は、最終消費

7）垂直差別化貿易の理論もモデルとしては、Falvey
　（1981）とShaked　and　Sutton（1984）がある。　Fal・

veyモデルでは、可変費用の増加が質を規定すると考

え、質は資本集約度の関数である。これに対して、

後者はR＆D費用という固定費用と財の質との関係を
考察する。また、前者のモデルでは完全競争下の貿

易モデルで、後者はR＆Dという固定費を伴うモデル
では不完全競争を想定する。

8）詳細な分類表はUnited　Nations（2003）にある。

財の貿易を対象とし、資本財や中間投入財に関

して無関心であった。しかし、近年の経済のグ

ローバル化の側面である生産構造の国際的分散

を統合する貿易構造とは、国際間にまたがる生

産過程を効果的に支える中間投入財と資本財の

国際分業構造である。したがって、BEC分類に

基づく分析の方が、近年の経済のグローバル化

の特徴を見る視点を与えると考えられる。

　第3に、用途別財貿易では最終需要と中間需

要の段階の相違に注目でき、改めて貿易活動と

は何かを問い直す視点を提示する。そもそも、

中間需要は生産プロセスを滞りなくさせるため

に必要な財の流れであり、最終需要とは異な

る。ところが、貿易理論では、自然資源あるい

は賦存要素の国内配分と生産された最終財との

関係は問題とするが、生産過程は分析から排除

されていた。つまり、国際的に分散した「商品

による商品の生産」に関わる財貿易を分析対象

とすることに注意を払わなかった。しかし、実

際の生産システムは、商品が資本財や中間財と

して用いられる諸商品を投入して生産される。

しかも、その過程の国際的分散化が、世界規模
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や地域規模での調達・生産・販売の効率化の動

きに後押しされるなかで進行している。そし

て、国際的分散化した生産過程は、貿易活動に

より統合される。ここに、経済のグローバル化

の特徴が旧い出されるとともに、中間需要の段

階に関わる貿易の理論的認識の必要性が喚起さ

れる。

　第4に、用途別財分類に基づく分析視点に依

拠することは、おのずと貿易構造を変化させる

要因との関連を類推させることになる。たとえ

ば、直接投資は、資本財、製品原材料・部品貿

易を拡大させ（補完関係）、また、消費財の国

際分業を変化させている（代替関係）と考えら

れる。くわえて、直接投資ばかりではなく、海

外企業への外注化の進展は、資本財、中間財の

貿易を促進し、その結果、組み立て工程に特化

した国の消費財輸出を拡大させることになる。

3．日本の双方向貿易

（1）産業内貿易

　2001年から2003年の3年平均で、農産物等、

食品、鉱物生産物、木材・紙、繊維、自動車、

船舶、家具雑貨等は80パーセントから90パーセ

ント近くが一方向貿易である。他の産業は、双

方向貿易を拡大させている。表7は特徴のある

産業部門を8つ選んで、全貿易に占める当該部

門の割合と3つの貿易形態の構成を示したもの

である。貿易形態をみると、繊維は一方向貿易

を拡大させ双方向貿易の割合を低下させている

という動きを示している9）。それに対して、残

り7つの産業では垂直差別化貿易の割合が高く

なっている10）。また、輸送機は、垂直差別化の貿

易の増加が見られるけれども、その割合は低い。

　図3は、産業ごとの垂直差別化貿易を取り出

し、その推移を示したものである。この図から

垂直差別化貿易の割合が相対的に高い産業と低

い産業という2つのグループが観察される。第

四7　日本と14ヵ国との産業別貿易構造（％）

部門 増減 01－03 部門 増減 01－03

割合 2．3 11．2 割合 △0．9 14．8

化学
一方向

?ｽ
rｼ

△5．8

｢0．8

@7．0

54．1

U．4

R9．5

輸送機
一方向

?ｽ
rｼ

△2．9

｢0．6

@3．7

80．6

k1
P8．2

割合 △1．5 5．8 割合 1．2 6．8

鉱業
一方向

?ｽ
rｼ

△5．4

｢2．4

@8．2

70．3

T．3

Q4．4

精密機器
一方向

?ｽ
rｼ

△11．1

@　3．3

@　8．5

47．7

T．4

S6．1

割合 2．3 19．5 割合 0．2 5．1

機械
一方向

?ｽ
rｼ

△11．8

@　1．4

@10．1

48．8

S．5

S6．1

雛
一方向

?ｽ
rｼ

　1．6

｢0．9

｢0．6

89．5

O．7

X．8

割合 2．3 19．9 割合 5．6 29．1

電機
一方向

?ｽ
rｼ

△13．8

@　1．7

@15．1

45．7

T．0

S8．4

情報
一方向

?ｽ
rｼ

△19．1

@　6．2

@14．6

36．9

X．3

T2．9

注）　「割合」とは、輸出入合計金額全体に占める、その産業部門の輸出入金額の合計の割

　合である。また、情報部門だけは、HS（88）分類で集計しているために、1988年から2000

　年のデータを用いている。したがって、1988年から1990年平均と1998年から2000年の平

　均を比較したものである。
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図3　垂直差別化貿易の産業別推移（3年移動平均：％）
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1に、垂直差別化貿易の割合が産業全体の水準

より比較的高い化学、電機、機械、精密機器の

グループである。そして、第2は、垂直差別化

貿易の比率が産業全体より低い水準で推移して

いる鉱業、輸送機、繊維のグループである。た’

だし、鉱業は垂直差別化貿易の割合の伸びが著

しく、輸送機と繊維とは異なる傾向をもってい

る。したがって、従来型産業分類に基づいた集

計概念としての産業内貿易における構造変化と

いうことでは、第1の産業グループとともに鉱

業が注目される。

（2）産業内貿易における用途別財構成

　ここでは、産業部門ごとの用途別財構成を確

認するとともに、産業内垂直差別化貿易に対す

る用途別財貿易の寄与度を確認したい。

9）表7には示していないが「皮革・履き物等」でも
同様の傾向を示し、一方向貿易を同期間で比較する
　と、94．5％から97．1％へ拡大している。ただし、総

貿易に占める割合は、約1．3％と少ない。

10）このなかで、情報産業部門だけは、特別な分類方

法を採用している。HS分類に対応させているので
はなく、情報部門に属すと思われる品目を、HS分
類に対応させて区分した機械、電機、精密機器から
集めたものある。JTは近年注目されている「産業」

であるため、参考として掲載しておいた。

　表8は各部門の用途別財構成の変化を見たも

のである。鉱業と化学は、その特性から製品原

材料が支配的である。輸送機は、大半が最終財

である輸送機そのものであるが、その中で部品

貿易の割合が拡大している。機械、精密機器

は、ともに資本財の構成が支配的であるが、前

者は部品の割合を高め、後者は製品原材料・資

本財・部品の割合を高め消費財の割合を減少さ

せている。電機は、部品が支配的構成要素であ

るとどもにその割合を高めている。さらに、情

報関連部門として財分類を再構成すると、情報

関連部品の構成が拡大している。

　そこで、産業内垂直差別化貿易の割合拡大に

対する用途別財の影響をみてみよう。表9は、

表7で確認した垂直差別化貿易の増加率に対す

る用途別財ごとの寄与度を示している。ここか

ら、次のような特徴が分かる。まず、製品原材

料の構成割合が高い化学と鉱業では、やはり製

品原材料の寄与度が高い。また、電機は部品構

成の割合・増加率が高いなかで、部品の寄与度

も上がっている。それに対して、機械、輸送

機、精密機器では部品の構成割合は高くはない

が、部品構成の相対的割合を増加させるととも
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表8　各部門の用途別財貿易構城

産業部門 用途別 増減 01－03 産業部門 用途別 増減 01－03
製品原材料 △1．6 80．5 資本財 △0．1 1．3

化学． 部品＊ △1．8 4．0 輸送機 部品＊ 5．7 24．9

消費財 4．6 13．6 輸送機 △7．5 67．7

製品原材料 △2．5 84．5 製品原材料 6．2 21．8

鉱業
資本財

舶i＊

0．2

Q．4

1．8

U．5
精密機器

資本財

舶i＊

3．8

Q．1

52．4

P7．9

消費財 0．1 2．8 消費財 △12．1 7．9

資本財 △7．0 55．2 資本財 △4．8 42．5

機械 部品＊ 7．5 43．3 情報 部品＊ 6．4 49．6

消費財 △0．7 0．9 消費財 △1．7 7．5

製品原材料 0．8 3．3

電機
資本財

舶i＊

△13．5

@　8．1

23．7

T7．0

消費財 5．2 16．0

注）①情報部門は表7と同じ。②部品は一般の部品と輸送機部品を合計したものであり、他表の分類と
　異なる。

表9　垂直差別化への寄与度

部門 用途別財 寄与度 部門 用途別財 寄与度 部門 用途別財 寄与度

化学

製品原材料

@部品
@消費財

5．2

|1．7

R．5
機械

資本財

舶i
ﾁ費財

一〇，5

P0．6

|0．1
輸送機

資本財

舶i
A送機

一〇．1

U．2

|3．4

計 7．0 計 10．1 計 3．7

鉱業

製品原材料

@資本財

@部品
@消費財

7．1

O．3

P．3

|0．4

電機

製品原材料

@資本財

@部品
@消費財

0．5

Q．4

P0．8

P．4

精密機器

製品原材料

@資本財

@部品
@消費財

4．7

O．1

T．3

|1．6

計 8．2 計 15．1 計 8．5

に、部品の寄与度が高い。結果として、産業内

貿易における垂直差別化の進展は、産業部門の

特性というよりも、そめ内部の用途別財の動向

である製品原材料と部品という中間投入財の差

別化の拡大に起因しているようである。

（3）用途別部門の貿易構造

　これまでの産業分類視点の分析をまとめる

と、次のようになる。機械、電機、精密機器は、

①垂直差別化貿易の割合の増加が著しく、②水

平差別化貿易の割合がわずかに増加している。

そして、産業部門ごとの用途別財構成をみる

と、③垂直差別化貿易の割合を拡大させている

要因は製品原材料と部品である。そこで、用途

別記部門ρ全体構造の分析を行ってみたい。

　表10は用途別分類に従った集計値である。こ

の用途別分類分析から以下のような特徴が分か

る。第1に、貿易に占める用途別構成のなかで

中間投入財である製品原材料と部品の割合が高

いという特徴がある。総貿易の中で中間投入財

貿易の割合は48．3％を示している。また、部品

貿易の構成比率は、一般部品で4．5ポイント、輸

送機i部品は1．アポイント増加している11）。この

11）貿易の割合であり、貿易額ではない。したがっ
て、製品原材料の割合が1．1ポイント減少している
が、貿易額自体は拡大している。
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特徴は、まず、日本の貿易は生産の国際的分散

を統合する貿易活動である中間投入財貿易の比

重が高いということを意味する。さらに、生産

の国際的分散が進み、中間投入財貿易が拡大し

ていることが指摘できる。第2に、2つの財グ

ループが存在する。1つは、双方向貿易が拡大

し一方向貿易の割合が減少している財グループ

であり、もう1つは、双方向貿易の割合が減少

し一方向貿易が拡大している財グループであ

る。前者の双方向貿易が増加しているのは、製

品原材料、資本財、部品、輸送機部品である。

それに対して、後者は、乗用車（輸送機の一部）

と消費財である。第3に、双方向貿易が拡大し

ている財グループは、さらに、3つのグループ

に分けることができる。まず、非常に垂直差別

化貿易の割合が高くその伸び率も大きい部品、

次に、垂直差別化貿易の割合は高くはないが伸

びが高い輸送機部品と製品原材料、そして、漸

次的に垂直差別化貿易を増加させている資本財

である。第4に、水平差別化貿易の割合を確認

すると、資本財、一般部品、輸送機械部品で拡

第72巻　第5・6合併号

　　大している。そのなかで、わずかであるけれ

　　ど、輸送機部品の水平差別化の増加ポイントは

　　大きい。産業別分類では、機械、電機、精密機

　　器部門に水平分業の増加が多少なりとも確認で

　　きたが、これは、部品と資本財の貿易構造の変

　　化を反映していると考えられる。

　　　図4は、上記の第3の特徴である垂直差別化

　貿易の割合を鳥漏したものである。図4から

　　は、垂直差別化貿易比率が高い部品、わずかに

　上昇し30％前後になった資本財、製品原材料、

　輸送機用部品、そして、その割合が低い乗用

　　車、耐久消費財、非耐久消費財が看取される。

　　すなわち、全ての財を用途別に分類することで

　　中間投入財の垂直差別化貿易の拡大傾向が確か

　　められたことになる。換言すれば、生産の国際

　　的分散に伴う貿易構造の変化が垂直差別化貿易

　　の進展である。このことは、すでに分析した産

　　業内貿易における用途二二の垂直差別化貿易に

　　対する寄与度から導き出された結果と一致す

　　る。

表10　日本と14ヶ国全体の用途別分類の貿易

用途別 増減 01－03 用途別 増減 01－03

割合 △1．1 20．6 割合 △0．8 8．8

製品原材料
一方向

?ｽ
rｼ

△10．6

｢0．4

@11．2

61．8

T．2

R2．7

乗用車
一方向

?ｽ
rｼ

　7．4

｢2．0
｢5．4

88．1

O．2

P1．7

割合 △0．8 19．7 割合 0．4 3．6

資本財
一方向

?ｽ
rｼ

△7．0

@0．6

@7．0

59．6

R．6

R5．7

耐久消費財
一方向

?ｽ
rｼ

　5．0

｢0．5
@2．4

87．4

O．9

P0．4

割合 4．5 18．2 割合 0．7 6．4

一般部品
一方向

?ｽ
rｼ

△15．5

@　1。6

@14．8

26．3

T．4

U8．3

準耐久消費

@　財

一方向

?ｽ
rｼ

　3．4

｢2．6
@0．0

86．0

O．7

P2．4

割合 1．7 7．5

輸送機部品
一方向

?ｽ
rｼ

△23．6

@　7．7

@15．7

55．9

W．6

R4．7

注）「割合」とは、輸出入合計額全体に占める、その産業部門の輸出入額の合計の割合である。
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図4　用途別分類による垂直差別化貿易の推移（3年移動平均：％）
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（4）アジア諸国との貿易構造

　これまで14ヵ国の分析をしてきたが、次にア

ジアとの貿易に目を向けてみたい。14ヵ国の

貿易に占めるアジア9ヵ国の貿易割合は、1988

～90年の3年平均39．1％から2001～03年3平均

55．8％に拡大している。ここから、日本とアジ

アとの貿易関係の緊密さの動向が確認できる。

　図5はアジア貿易における産業内垂直差別化

貿易の推移と、比較の基準として14ヵ国全体の

産業内垂直差別化貿易の比率を示している。

14ヵ国全体の水準を基準にすると、アジアとの

貿易では垂直差別化貿易の比率は全体的に低

い。さらに、垂直差別化貿易は90年代半ばまで

は低い水準であったのが、90年代後半以降、産

業別では電機と機械、そして用途別では部品が

急速に垂直差別化を進めている。また、表11よ

り、アジアとの産業内垂直差別化貿易への用途

別財の寄与度をみると、製品原材料と部品の寄

与度が高く、14ヵ国レベルと同じ傾向である。

しかし、アジアとの精密機器の産業内貿易では

資本財の寄与度が高く、この点では14ヵ国の集

計値とは異なる。

　表12はアジアの、表13は先進国の用途別の貿

易構成と双方向貿易の割合を示している。2つ

の表の対比から、アジア貿易の特徴を見よう12）。

まず、一般部品の構成割合が増加し、構成割合

も高いことが分る。さらに、14ヵ国集計レベル

でみられなかった資本財貿易の増加はアジア貿

易の特徴である。また、アジア貿易は、先進国

貿易に比べて垂直差別化貿易の割合が全体的に

低く、一方向貿易の割合が高い。そのなかでも、

資本財、部品の垂直差別化貿易の伸び率は高い。

　図6はアジア貿易の用途塾頭部門からみた垂

直差別化貿易の推移を示している。14ヵ国全

体を基準にすると、産業内貿易と同様に、アジ

アとの貿易では垂直差別化貿易の比率は全体的

に低い。しかし、傾向をみると、部品が急速に

垂直差別化貿易の割合を高めている。ここか

ら、いかに部品貿易の垂直差別化が進んでいる

かが理解できる。

12）アジアとの貿易では、全貿易に占める乗用車の割

合が1．1％とわずかであるので省略している。アジ

ア貿易に比べて、先進国貿易は乗用車貿易と輸送機
部品の割合が高いのが特徴である。先進国との貿易

では、全貿易に占める乗用車の割合3％増加し、
　18．5％と高くなっている。
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　　図5　アジア貿易における産業別垂直差別化貿易の推移（％）
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　　図6　アジア貿昂における用途別垂直差別化貿易の推移（％）
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部門 用途別財 寄与度 部門 用途別財 寄与度 部門． 用途別財 寄与度

化学

製品原材料

@部品
@消費財

10．4

O．0

O．3
機械

資本財

舶i
ﾁ費財

△2．9

W．5

｢0．1
輸送機

資本財

舶i
A送機

0．1

X．7

P．8

計 12．6 計 5．5 計 11．8

鉱業

製品原材料

@資本財

@部品
@消費財

5．3

O．3

P．1

｢0．2

電機

製品原材料

@資本財

@部品
@消費財

0．3

Q．8

P6．6

P．9

精密機器

製品原材料

@資本財

@部品
@消費財

2．4

V．8

V．0

｢5．9

計 6．3 計 21．6 計 11．2

158一



　貿易構造の変化と市場の階層化

表12　日本とアジアの用途別分類の貿易

用途別 増減 01－03 用途別 増減 01－03

割合 △4．0 25．2 割合 0．8 4．5

製品原材料
一方向

?ｽ
rｼ

△9．8

｢1．0
P0．8

70．3

S．5

Q5．1

輸送機部品
一方向

?ｽ
rｼ

△19．5

@2．1

P8．8

70．1

Q．9

Q6．2

割合 4．1 20．1 割合 0．2 3．3

資本財
一方向

?ｽ
rｼ

△13．1

@2．8

P2．4

66．3

S29．2
耐久消費財

一方向

?ｽ
rｼ

14．8

｢0．8
R．4

81．5

P．5

P5．1

割合 7．2 21．3 割合 1．2 8．8

一般部品
一方向

?ｽ
rｼ

△28．5

｢1．5
R0．4

28．9

T．3

U5．8

準耐久消費財
一方向

?ｽ
rｼ

3．5

｢1．2

｢0．9

88．9

O．2

P0．2

表13　日本と先進国の用途別分類の貿易

用途別 増減 01－03 用途別 増減 01－03

割合 △1．7 14．8 割合 4．0 11．3

製品原材料
一方向

?ｽ
rｼ

△19．4

@　1．0

@19．1

43．7

U．7

S9．4

輸送機部品
一方向

?ｽ
rｼ

△27．0

@10．4
@15．8

49．0

P1．4

R8．8

割合 △4．5 19．2 割合 0．8 4．1

資本財
一方向

?ｽ
rｼ

△9．7

｢0．5

@9。7

50．8

R．2

S4．1

耐久消費財
一方向

?ｽ
rｼ

　0．9

｢0．6
@0．1

93．3

O．3

T．7

割合 0．8 14．3 割合 △1．2 3．3

一般部品
一方向

?ｽ
rｼ

△9．2

@3．9
@6．6

21．3

T．5

V3．2

準耐久消費財
一方向

?ｽ
rｼ

△3．0

｢2．7

@5．8

76．2

Q．8

P9．8

4．市場階層と貿易構造

（1）財単価の比較

　一般的に一人当たり所得水準と輸出単価の関

係をみると、図7のような関連が見られる。こ

の図は、すべての品目が重量単位であるものを

選び出し、その上で財単価を集計したものであ

る。ここから分かるように、一人当たり所得水

準と製品輸出の単価水準には関連があり、所得

水準の高い国ほど単価が高い傾向にある13）。こ

れは、経済発展の相違により輸出する財の質の

13）アイルランドだけは、異なる傾向を見せている。

この国は早い時期から多国籍企業誘致を行い輸出主

導の成長を実現した。そのため、輸出全体の60％が
技術集約的産業であるといわれている。

相違を示していると考えられる。さらには、こ

の空間的な比較の視点は、一国の時系列の比較

においても財の質の変化をみる視点としても利

用できる。

　ところで、一国の貿易財の変化を考える場

合、単に輸出財の単価の上昇を財の質の向上と

考えることができるであろうか。たとえば、貿

易相手国の財単価に変化がなく、自国の財単価

が上昇するならば、その国の財の質が向上して

いるといえるであろう。しかし、貿易相手国も

同じ財で財単価が向上している場合も考えられ

る。つまり、特定の時期の2国間の空間比較に

おける同一輸出財単価の相違は、各国の発展水

準を反映した財の質を示す断面図と理解できる

が、一国の2時点問の比較をする場合は、貿易
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　　　図7　1人当たり所得水準（ドル）と輸出の単価の関係
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注）①2000年のHS（88）データを利用している。ただし、台湾だけは

　1999年のデータである。②単位がトンである品目を選び出し、単位

　重量で統一した上で単位あたり輸出価格を計算したものである。ま

た、品目は、HS分類咽㎜以降の製品だけを取り出している。
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相手国の同一財単価の相対関係を考慮する必要

がある。そのため、以下では、時間の経過に伴

う単価の変化と関連させた貿易構造の変化を検

討するために、輸出入単価比率の変化を取り上

げることにする。

　これまでの分析では、輸出額と輸入額を合わ

せた貿易規模の集計量が分析指標であるため、

輸出入単価比率が1より大きな領域と小さな領

域の場合分けは必要なかった。それに対して、

双方向貿易の進展に対応した内部の構造変化に

注目する場合は、輸出入単価比率の2つの領域

の場合分けが重要となる。つまり、輸出入単価

比率が111．15≦㎜≦1．15の財は同質財であ

るとすらならば、㎜がし15より大きな領域で

は日本の財の質が相手国より高く、㎜が11

1．15より小さな領域は輸入財の質が高い事にな

る。そして、前者の領域の比較優位指数と後者

の比較優位指数の変化や前者の領域の輸出規模

と後者の輸出規模の変化を見ることで構造変化

が確認できる。そこで、すでに表1で確認した

ように、日本から見て輸出入単価比率の階層に

応じてて①㎜＞1．15：差異化財市場、・②111．15

≦㎜≦1．15：中間市場、③1！1．15＜σ四：普

及化三市場という定義を与える。

　さらに、2つの領域に分けて分析することか

ら、貿易統計に含まれるCI：FI　FO．B比率問題を

考慮しなければならない。集計レベルでの双方

向貿易の全貿易に占める割合は、表4のよう

に、CIF！FOB比率にほとんど影響されていな

かった。しかし、3つの階層の市場領域の構成

割合は、CI：F1：FOB比率に影響されることにな

る。輸入価格はCIFであるから輸送費用および

保険費用が付加されており、輸入単価が過大評

価されている。表14はCIFI　FOB比率の調整を

行わない場合とCI：FI　FOB比率を1．11として輸

入CI：F価格を調整して計算したものである14）。

この表の比較から、市場階層ごとの輸出構成を

みると、非調整の場合は、差異化財市場は

14）Limao　and　Venables（2001）では、　CIFIFOB比

率が算出されている。彼らによれば、上位25パーセ
ントの国ではCIFIFOB率は1．11であり、50パーセン

　トでは1．28、そして75パーセントは1．83となってい

る。工MFのマニュアルにあるように、　CIFに0．9を掛

ける変換係数と上位25パーセントの比率はほぼ同じ
である。
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表1414ヵ国の総体としての輸出構造（2000年，非調整値とCIFI　FOB＝1。11調整値）

ノ90＋ ノ80－9の 170－8｛η 160－7｛り ノ50－6の 140－5の ノ30－4（ワ 120－3（り 110一η ノ0・1の 合計．

非調整

　　σ7R＞1．15

P／1．15≦σクR≦1．15

@1／1．15〈σレR

0．46

O．40

O．98

0．48

P．33

P．03

1．15

O．09

P．44

0．76

O．26

Q．26

1．02

O．21

Q．31

0．88

O．40

P．26

1．80

O．52

Q．73

3．05

P．47

Q．24

4．58

O．96

R．43

21．78

T．82『

Q3．00

35．95

P1．45

S0．67

値 列の合計 1．83 2．84 2．68 3．28 3．53 2．53 5．05 6．76 8．98 50．59 88．07

調整値
　　σグR＞1．15

P／1，15≦σFR≦1。15

@1／1．15ぐσ7R

0．46

O．18

P．37

1．13

O．10

P．04

0．73

P．31

O．52

1．13

O．15

P．03

0．71

O．55

R．36

0．96

O．28

P．02

1．71

O．67

Q．01

3．30

P．35

Q．31

5．01

P．30

R．08

23．91

P2．27

P5．12

39．06

P8．16

R0．85

列の合計 2．00 2．27 2．56 2．31 4．61 2．26 4．39 6．97 9．39 51．31 88．07

36．0％、中間市場は11．5％、普及化財市場は

40．7％であるのに対し、CIFI　FOB調整の場合は

それぞれが39．1％、18．2％、30．9％となる。その

ため本分析では、市場の階層に応じた貿易構造

を分析する場合、CI：F1：FQB比率を考慮した

データを採用した方がよいと考える。そして、

その比率を求めるには、財ごとに輸送費や保険

比率が異なるために、本来は財ごとに各国の輸

出価格と輸入価格の比率を計算すべきであろ

う。しかし、2国間の財ごとの調整値を求める

煩雑さを避けるために、本分析では、表4と同

じくCI：FI　FOB比率を1．llとして計算した。

（2）双方向貿易の構造変化

　双方向貿易の構造変化とは輸出額と輸入額を

合計した総貿易額の変化である。図8のように

単価比率の変化、重複度の変化、そして割合の

変化を示すことにより貿易構造を視覚的に捉え

ることができる。このように単価と重複度の区

分を見ると、一方向貿易や水平差別化の領域に

比べて垂直差別化の領域は広く領域を区分して

いることが分かる。

　図9は、1988年と2000年の貿易構造を示して

いる。両者を比較することで、垂直差別化の領

域の貿易規模が拡大していることが確認でき

る。ただし、この図では単価比率が自国の高い

場合と相手国の高い場合を集計している。そこ

で、輸出入単価比率により自国の単価が高い場

合と相手国の単価が高い場合の2つに分けてみ

よう。単価比率の異なる2つの貿易構造ごと

に、1988年と2000年の比較をすることで、市場

階層ごとの変化が分かる。たとえば、重複度が

高いことは垂直差別化が進展し、単価の分布に

変化が見られときは2国間で貿易される財商品

の質の変化が起こっていると考えることができ

る。

　図10は、輸出単価の方が高い場合と輸入単価

の方が高い場合に分けて、輸出入単価比率が1

より大きな場合の日本の製品差別化の動向をみ

たものである。ここでは、重複度10％以下の部

分は省略している。この図から、1988年から

2000年にかけて垂直差別化貿易の割合が拡大し

ているなかで、その分布に変化があることが分

かる。そして、この図の変化を、重複度という

側面と単価比率という側面の2つの断面図の視

点から観察することができる。

　第1に、重複度という側面からみると、輸出

入単価比率の相違により図11のように2つのグ

ラフが描ける。この図から、輸出入単価の相違

によって一方向貿易の分布が異なることが分

る。σW～〉■！5の差異化財市場では一方向貿

『易が拡大し、1／1，15＜σV：Rの普及化三市場で
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は一方向貿易が低下している。さらに、一方向

貿易を除いた部分を示すと、図12のようにな

る。まず、両方の図で重複度全体にわたり総貿

易に対する割合が高くなっている傾向がみられ

る。し左がって、双方向貿易の拡大とは、自国

の単価の高い財も相手国の単価の高い財ともに

貿易を拡大させていることが確認できる。ま

た、差異化財市場では、重複度が低いところに

貿易が集中し、逆に普及化財市場では、重複度

が高いところで貿易規模が大きくなっているこ

とがわかる。これは、重複度の相違が財の競合

第72巻　第5・6合併号

　　を意味していることを考慮すると、日本は、競

　合製品の少ないより差異化された財の輸出に特

　化していることを示す。逆に、貿易相手国

　　（14ヵ国総体）は、競合度の大きな財で貿易を

　拡大させている。

　　第2に、輸出入単価比率の相違という側面か

　　らみたものが、図13である。この’図は、輸出入

　単価比率が111．15≦σ四≦1．15の領域を除き、

　　かつ、一方向貿易に分類される重複度が10％以

　下のものも含んでいる。この図からは、輸出入

　単価比率が㎜＞1．15の側面では、貿易規模が

図8　貿易構造

割合（％）

輸出・輸入の重複度 輸出・輸入の単価の比

。　　醐　　竃へ　　r　　O
　o　　①　　圏《　　r－

　　O　　　o
　　　o

閉

図9　貿易の構造変化

1988年 2000年

注）この図では重複度ゼロの部分は省略しているため、合計が100％になっていない。
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図10　貿易規模の割合からみた構造変化（輸出単価が高い場合）．
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図12　重複度からみた双方向貿易の構造（％）
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図13　単価からみた貿易構造（％）
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拡大し、111．15＜UVR　の側面では、貿易規

模は若干縮小していることが分かる。具体的数

字で示すと、前者の領域の貿易規模は、1988年

で全貿易の28．2％であったのが、2000年置は

46．0％になっている15）。後者の領域では、逆に、

43．1％から38．5％と縮小している。このことは、

日本の貿易構造が、輸出入単価比の大きな財の

貿易に全体としてシフトしていることを示して

いる。

　以上のような貿易構造の変化は2つの視点か

らまとめることができる。つまり、1つは、時

間の変化の中で、貿易を通じた経済統合の進展

により重複度が高くなり、同時に、輸出入単価

比率が1より大きな財で重複度（競合度）の低

い貿易財ヘシフトしている傾向があること。も

う1つは、差異化三市場で貿易規模が大きく

なっている傾向があること。この2つの点か

第72巻　第5・6合併号

　　ら、日本の貿易構造が変化していることを看取

　　できる。

5．日本の貿易の高度化

（1）階層化と高度化

　双方向貿易の分析では、総貿易（輸出入の合

計）に対する割合の変化を確認したが、以下で

は、比較優位指数と輸出額の変化に注目する。

特に、垂直差別化貿易の拡大と並行して差異化

財市場で比較優位指数が拡大し、輸出財と輸入

財の質の相違が顕著になることを「市場の階層

化」と定義する。さらに、貿易を輸出側面から

見ると、差異化財市場の輸出規模を拡大させて

いることを「貿易の高度化」と定義したい。

　比較優位を輸出入単価比率の側面からみたの

が図14である。輸出入単価比率が㎜＞1．15の

図14　単価比率からみた比較優位
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貿易構造の変化と市場の階層化

領域では比較優位が上昇し、また、111．15＜

㎜の領域では低下している。また、輸出額の

分布を単価比率の側面から見たのが図15であ

る。1998年と2000年置比較すると、差異化財市

場で輸出規模が拡大し、普及化財市場で輸出規

模が縮小していることが確認できる16）。

（2）日本の輸出構造

　表15は、中間市場の領域を除いた差異化財市

場と普及化財市場の集計値をまとめたもので、

それぞれの部門の上段は差異化財市場、下段は

普及化財市場という2つの領域を分けて示して

いる17）。また、輸出規模とは、集計された輸出

額に占めるそれぞれの部門の輸出割合である。

　差異化財市場は、貿易相手国より相対的に質

の高い財の集合である。それに対して、普及化

財市場は相対的に質の低い財の集合を意味す

る。また、2つの市場領域で集計された輸出額

の規模の増減を比較しているが、このことは、

必ずしも個々の同じ財が同じ市場領域に属して

増減してはいない。たとえば、財の差異化特性

がなくなり普及品化・低価格化することで、差

15）CIFI　FOB比率の調整をしていない場合は、単価

比率が1より大きい貿易規模は、1988年で全貿易の
　25．7％であったのが、2000年では40．3％になってい
る。

16）この図では、比較優位の個々の指数のプラスとマ

イナスには経済的意味がなく指数の相対関係が重要

である。さらに、ここでいう比較優位とは、部門の
相対関係の指標として用いるとともに、部門内部の

異なる市場階層の相対関係を見るための指標であ
る。以下では差異化財市場と普及化財市場の比較優
位指数と輸出規模に注目したい。

17）単価比率が111．15≦UVR≦1．15の範囲（前章で

水平差別化の領域）は同質とみなされるので、除外
　して考える。さらに、この領域を除外することで、

CIFIFOB調整による誤差を緩和することができる。

ここでは、一方向貿易に分類される重複度が10％以
下も含み、単価の相違が認識できる全ての貿易構造
を対象としている。そのため、前章で分類した水平
差別化貿易を除き、一方向貿易と垂直差別化貿易を
含んでいる。

異化財市場から普及化財市場へと市場のポジ

ションを変化させることがある。いわゆる差異

化財のコモディティ化である。しかし、全体の

財の構成に入れ替わりがあるとしても、差異化

財市場では、個々の財の輸出単価は相手国に対

して必ず大きいことから、相対的に質の高い財

といえる。したがって、差異化貿易の傾向を促

進していることには変わりなく、この領域に分

類された個々の財は全て相対的に質の高い財で

ある。

　表15の製品全体でみると、日本の14ヵ国集計

貿易では、差異化財市場で比較優位と貿易規模

が拡大している。図16は、その分布を示してい

るが、線形近似曲線が上方にシフトしているこ

とから、比較優位の変化がわかる18）。したがっ

て、製品貿易全体では、市場は階層化し輸出は

高度化しているといえる。

（3）比較優位構造の変化：市場の階層化

　これまで見てきたように、産業単位でみた貿

易構二身の変化は、用途別でみた貿易構造の変化

の反映であると主張できる。そこで、以下で

は、用途別戸分類の視点に限定し、比較優位指

数と輸出額の規模を指標として、市場の階層構

造を検討したい。

　表16は、輸出入単価比率が1／1．15≦㎜≦

1．15の領域を除き、（1）重複度が10％以下のも

のを含む場合と（2睡直差別化貿易の場合とで、

比較優位指数と輸出規模を14ヵ国およびアジ

ア諸国との2つの集計レベルで求めたものであ

る。この表では、比較優位指数は国内の相対関

係をみるものであるため、指数がマイナスで

18）図示はしていないが、逆に、普及化三市場では、

比較優位が低下している。
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経済学研究　第72巻第5・6合併号

　　　　　　表15　日本の輸出構造

14力国 アジア9力国
比較優位 輸出規模 比較優位 輸出規模

増減 2000 増減 2000 増減 2000 増減 2000

製品全体
10．6 4317 12．2 29．0 0．9 27．8 10．8 37．6

；…iii撚li7鵬：；：≒：… 16．8 25．2 霊：込…：…i・鵬：；ゴ：這
5．6 5．4 16．8

注）①それぞれの部門の上段は単価比率が1．15より大きな領域で下段は単価比率が

　1／1．15以下の領域を示している。②増減とは1988年と2000年の差である。③「製

品全体」とはHS　6桁鯉㎜の囎から939900の囎までの集計である。④先進
　国5ヵ国（アメリカ、ドイツ、フランス、イギリス、イタリア〉とアジア（NIES

　4ヵ国、ASEAN　4ヵ国、中国）の14ヵ国の集計値と先進国を除いたアジア9ヵ
　国との集計値を分けて示している。⑤網掛けは増減がマイナスの部分を強調する
　ためである。

図16　製品全体の比較優位の分布
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あってもその部門の競争力指数がマイナスであ

るとは限らない。実際、垂直差別化貿易におけ

る製品原材料、部品、資本財の比較優位指数は

マイナスであるけれども、競争力指数はプラス

である19）。以下では、この表にまとめられた

データを理解するために、重複度が10％以下の

ものを含む場合に関して、図を用いて2つの市

場階層における比較優位指数の変化を確認した

い。

　図17では、45度線と4つの象限によって区別

される6つの領域により、比較優位の変化の特

性が分析できる。このなかで、第1象限の45度

線を基準にすると左上から右下へとベクトルが

向いている場合は差異化財市場での比較優位が

19）製品原材料、部品、資本財の2000年頃競争力指数

を確認すると、㎜＞1．15の差異化財市場では、そ
れぞれ12．0、47．6、32．4であり、UVR＜111．15の
普及化財市場では14．5、20．4、9．8である。

向上している事を示す。つまり、垂直差別化貿

易が拡大する中で、同時に、差異化三市場の比

較優位が上昇することで市場が階層化している

ことを示す。

　図18は、14ヵ国集計レベルとアジア諸国の集

計レベルで、単価比率UVR＞1．15の差異化財市

場とUVR＜111．15の普及化財市場の1988年と

2000年の比較優位の変化をベクトルの長さと方

向で示している。ここでは2つの資本財がある

が、資本財①は垂直差別化貿易と一方向貿易の

合計である。しかし、資本財は一方向貿易が支

配的であるという特徴があるため、資本財②は

一方向貿易だけを集計したものである。この図

から、資本財貿易と部品貿易では、第1象限に

おいて、2つの市場における比較優位指数の相

対変化を示すベクトルが、左上から右下へと45

度線を横切っているため、差異化財市場の領域

で比較優位が上昇し、普及化財市場の領域で比
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貿易構造の変化と市場の階層化

　　表16　日本の輸出構造

14力国 アジア9力国
比較優位 輸出規模 比較優位 輸出規模

増減 2000 増減 2000 増減 2000 増減 2000

15．6 一〇．6 3．5 8．8 7．1 4．6 3．7 12．8
製品原材料

1．4 4．8 0．0 5．3 3．0 6．4 0．7 5．4

2．0 16．5 2．9 10．5 3．9 17．3 4．8 17．7
部品

撫窒：：㊨：¢ 8．4 3．6 11．5 4．1 6．4 11．8
重二度

I0％以下

�ﾜむ
5．3 15．7 6．8 12．1 8．7 5．8 15．6

資本財
3．7 し 7．8

・1

1．1 3．3

耐久消費財壷
一3．9 爵 0．3

三

一3．5
：1：：；1…i；：：な；i繍ii…≧

0．2

湛…轟；i：ン…殿 一1．9 黛：ムii：鱒lii… 0．3
三

一L4 0．1 0．2

製品原材料
1．8 一2．3 2．0 4．0 0．5 一〇．2 2．0 4．9

0．7 一1．5 0．5 2．0 0．3 0．0 0．4 0．9

垂直差別

ｻ貿易
部品

1．3 3．6 2．9 6．1 2．6 5．6 6．2 10．6

一2．2 3．6 7．8 i；i

一L9 6．4 8．1

：1…：il：iムゴ｝：欝｝…

一3．3 1．7 3．1 一2．6 2．2 4．3

資本財
一3，9 0．4 3．6

i…i

一LO 0．6 0．9

注）①それぞれの部門の上段は単価比率が1．15より大きな領域で下段は単価比率が111．15

　以下の領域を示している。②増減とは1988年と2000年の差である。③先進国5ヵ国
　（アメリカ、ドイツ、フランス、イギリス、イタリア）とアジア（NIES　4ヵ国、

　ASEAN　4ヵ国、そして中国）の14ヵ国の集計値と先進国を除いたアジア9ヵ国との
　集計値を分けて示している。④耐久消費財は一方向貿易の割合が高いため、差別化
　貿易のデータは掲載していない。⑤網掛けは増減がマイナスの部分を強調するため
　である。

図17比較優位構造の変化のポジション
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UV＞1．15

較優位が低下していることが分かる。また、製

品原材料は、45度線の上部にあるため、普及化

財市場の領域の比較優位が相対的に大きいが、

45度線に近づいているため、差異化財市場の比

較優位指数の上昇が相対的に高い。さらに、第

3象限にある耐久消費財と準耐久消費財は、2

つの領域とも比較劣位であることを示してい

る。したがって、部品、資本財では、差異化財

市場での質の高い財の比較優位を上昇させてい

る傾向があり、製品原材料は普及化された財と

差異化された財の両市場でも比較優位を上昇さ

せているという特徴が指摘できる。以上から、
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　　　　　図18　比較優位構造の変化
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日本の製品原材料、部品、資本財の貿易では、

市場の階層化が進んでいることが確認できる。

（4）貿易の高度化

　次に、輸出構造を分析することにより、高度

化の傾向を検討したい。表15の製品全体の傾向

をみると、14ヵ国の集計レベルでは、差異化財

市場で比較優位指数が上昇するとともに、輸出

割合も拡大している。アジア9ヵ国との貿易に

限定すると、2つの領域で比較優位は上昇して

いないにもかかわらず、2つの領域で貿易規模

は拡大している。そのためアジア貿易集計レベ

ルでは高度化はみられない。しかし、部門ごと

に検討すると、アジア貿易にも高度化の傾向が

ある。図19は、部門ごとの傾向を示している。

図の中で、右上にベクトルが向いているものが

輸出貿易の高度化を意味する。また、同時に、

左にベクトルが向いているものは、比較劣位が

進んでいる部門である。

　以下では、比較優位と全輸出額に占めるその

領域の輸出額規模の割合、そして、それぞれの

領域での比較優位と輸出規模の分布、さらに、

競争力指標や部門内部における領域（あるいは

分布）間の輸出割合を検討することから、製品
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注）資本財②とは、重複度が10％以下、単価比率1．15以上の領域の集計値。

原材料、部品、資本財の用途別分類の貿易の特

徴を分析する。特に、差異化財市場に注目し、

部門ごとの貿易の高度化の動向を確認したい。

i．製品原材料貿易

　表16から見られるように、2つの市場領域と

もに比較優位が改善しているものの、1988年も

2000年も普及化財市場の財の方が差異化財市場

の財より比較優位がある。けれども、比較優位

の改善として指数増加をみると、差異化財市場

の方が高い。国別に見ると、ドイツ、フラン

ス、アメリカとの貿易で特にこの傾向が強い。

さらに2000年のデータでは、単価比率（UVR）が

3か年5の領域では、中国との貿易で比較優位

が低下している。これらの国との貿易が、14ヵ

国全体の貿易構造を大きく規定しているのであ

る。それに対してζ先進国を除いたアジア9ヵ

国との貿易では、差異化財市場の比較優位指数

は1988年から2000年にはプラスへと転じている20）。

　また、14ヵ国の集計レベルで貿易規模をみる

と、差異化財市場では拡大し、普及化財市場で

は変化がない。さらに、アジアに限定すると、

全輸出の12．8％であり、差異化財市場で製品原

材料の輸出が高い。このように、製品原材料部

門の輸出は高度化している。

　くわえて、競争力指数をみると、14ヵ国集計

レベルでは、差異化財市場で一3．6から23．4へ改

善し、後者は41．7から39。6とほとんど変化がな

い21）。アジア貿易では、前者が10．3から27．7、

20）ここで留意したいことは、製品原材料の比較優位

指数が他の財部門に比べて低いことである。これ
　は、輸送費などの要因が他の部門よりも大きく影響
　している。一般に、機械類よりも素材の方が生産コ

ストに比して輸送費コストが大きくなる。Humm－
els（2001）では、　CIFにおけるアメリカの平均輸送

　コストは10．7％であるが、算術平均では機械類は
　5．7％であり、鉱物燃料は15．7％であり、貿易量で加

重平均すると、輸送機では1％で、粗肥料で27％と

なっている。したがって、単価比率が111，15≦
UVR≦1．15の範囲は除外されているとしても、製品

原材料の場合はCIFコスト調整をより厳密に行う必
要があるであろう。CIFコストの部門別計算は別の
研究で計算したい。

21）競争力指数は表には示されていない指標である。

　4つの用途別品部門のなかで、製品原材料部門だけ
が競争力指標が上昇している。これは、貿易規模が

大幅に拡大することで、双方向貿易が拡大し、その
なかで貿易収支が改善しているからであるご
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後者では56．9から63．8となっている。したがっ

て、質の高い差異化財市場で比較優位が向上

し、貿易規模の拡大とともに競争力の向上（貿

易収支の黒字化）がみられる。

　この傾向は、0＜rOL≦10の範範囲の重複度

を除いた垂直差別化貿易でも同じであり、差異

化財市場で比較優位の変化が大きく、かつ、輸

出規模も拡大している。差異化三市場での競争

力指標は、14ヵ国のでは5．4から16．2、アジア諸

国ではll．7から15．9へと拡大し、普及化財市場

では、それぞれ12．0から14．5、0．6から17．6と拡

大している。このような特徴から、製品原材料

部門の貿易は、比較劣位を改善しながら高度化

の傾向にある。

ii．部品貿易

　部品貿易ではどちらの市場でも比較優位を保

持している。ただし、差異化財市場では比較優

位は1988年から2000年にかけて上昇している

が、普及化財市場では比較優位は低下してい

る。また、アジア貿易でも、同じ傾向にあるが、

差異化財市場と普及化財市場での格差が高い。

したがって、部品貿易の棲み分けが進行し、な

かでもアジア貿易ではこの傾向が著しい。

　貿易規模の動向にも特徴がある。まず、単価

比率が111．15≦㎜≦1．15の範囲にある、同質

財市の輸出額と輸入額の合計を指標とした総貿

易規模が、14ヵ国とでは1．8％から15．2％、ア

ジアとは、1．9％から7．0％へ拡大している。そ

して同時に、全輸出に占める部品貿易の割合

は、2つの市場ともに拡大している。つまり、

比較優位を向上させ、棲み分けされた部品輸出

（一方向貿易と双方向貿易を含む）を拡大させ

ている。くわえて、アジア貿易では、規模の拡

大が大きく、また、部品貿易の割合も非常に高
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　　いという特徴を示す。

　　競争力指標をみると、差異化財市場では、

　　14力国に対して58．5から53．2、アジア諸国に対

　　して78．4から52．6、普及化財市場では、14ヵ国

　　に対して66．2から36．3、アジアに対して76．8か

　　ら27．5である。いずれも競争力指標は低下して

　　いるものの、依然プラスである。この低下は、

　垂直差別化貿易の割合が高くっていたことと対

　応ずる。

　　　以上から、日本の部品部門の差異化財市場で

　　は輸出貿易は高度化するとともに、標準化した

　部品でも、比較優位を失いながらも競争力は維

　持していることが分かる。

　　　さらに、表16を見れば、垂直差別化貿易の領

　域でも同様な構造変化が確認できる。差異化財

　市場で比較優位が上昇し、逆に、普及化財市場

　　では比較優位が低下している。アジアでは、こ

　　の傾向が一段と強い。貿易規模でみると、部品

　貿易では質の高い領域の貿易に特化していると

　　ともに、標準化された部品貿易の領域でも、競

　争力を維持しているのである。

　　iii．資本財貿易

　　　資本財部門の差異化三市場では、先進国を含

　　む14ヵ国との貿易では比較優位が上昇してい

　　る。それに対して、アジアとの貿易では、比較

　　優位が低下している。これは、一方向貿易がま

　　だ支配的である資本財貿易で垂直差別化貿易が

　　拡大した影響である。しかし、アジアとの資本

　　財貿易には比較優位の分布に特徴がある。図20

　　は、差異化財市場での比較優位指数の分布を示

　　している。この図から、資本財の比較優位が輸

　　出入単価比率の大きな領域にシフトしているこ

　　とが分かる。したがって、集計レベルでの比較

　　優位指数は低下しても、実際にはその分布か
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図20　日本とアジア諸国との資本財貿易
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ら、資本財の棲み分けを促進させていることが

読み取れる。さらに、重複度が10％以下、単価

比率1．15以上の領域の一方向貿易に限れば、単

価比率が高い領域では、14ヵ国との集計レベル

では比較優位が10．5から19．1へ、アジア諸国と

の集計レベルでは9．2から11．3へと改善してい

る。また、前章で確認したように、資本財貿易

では一方向貿易が支配的で、圧倒的な比較優位

を保持しつつ、差異化財市場で比較優位が上昇

している。

　次に、輸出規模の動向を分析してみよう。

14ヵ国とアジアともに差異化財市場で規模が

拡大している。また、14ヵ国との貿易の集計レ

ベルでは、普及化財市場では規模が縮小してい

る。さらに、資本財貿易内部の輸出額の割合で

みると、2000年時点では、14ヵ国との貿易で

は、差異化財市場で50．5％、普及化三市場では

36．5％、アジナとの貿易では、それぞれ、63．2％

と13．3％となっている。さらに、重複度が10％

以下、単価比率1．15以上の領域の一方向貿易に

限れば、単価比率が高い領域では、14ヵ国との

集計レベルでは4．0から9．0へ、アジア諸国との

集計レベルでは7．6から11．3へと拡大している。

　以上の分析から、14ヵ国の集計レベルでは資

本財貿易は高度化しているが、アジアとの資本

財貿易は、重複度が10％以下、単価比率1．15以

上の一方向貿易に限定された領域で貿易が高度

化している。アジアの資本財貿易の特徴をみる

ために、図19では資本財②として、重複度が

10％以下、単価比率1．15以上の領域の集計値を

図示している。

6．アジア諸国の貿易構造

（1）垂直差別化貿易の動向

　これまで、日本の長期データを利用して貿易

構造を分析してきた。次に、HS（88）データが

利用できる韓国、台湾、中国の貿易構造を比較

分析することから日本の貿易構造の特徴をみよ

う。ここでは韓国のデータが1994年以降しか利

用できないため、各国のデータもその年にあわ

せて1994年から2000年の中期問の分析をしてい

る。14ヵ国とは、これまでと同様に、先進国の

アメリカ、ドイツ、フランス、イギリス、イタ

リアと、アジア諸国の中から、上記の4力国の

うち当該国を除く3ヵ国とシンガポール、香

港、タイ、マレーシア、インドネシア、フィリ

ピンである。

　まず、垂直差別化貿易の動向を比較してみた

い。表17は、用途別財部門による垂直差別化貿
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易の1994年から2000年（台湾は1999年）の増減

と、2000年時点での割合を示している。ここか

ら4つの注目すべき点がみられる。第1に、ア

ジアの他の3ヵ国も垂直差別化貿易の割合が増

加していることである。第2に、部品貿易の垂

直差別化貿易の割合が高いという特徴がある。

とりわけ、韓国は14ヵ国の貿易で垂直差別化の

割合が70％を超え、中国は14力国とアジアとも

に垂直差別化貿易の割合が70％を超えている。

第3に、資本財部門では、韓国と中国の垂直差

別化の増加が著しい。第4に、日本とは異な

り、韓国と台湾での消費財の垂直差別化貿易が

拡大している。

　ところで、日本も中国も部品貿易の垂直差別

化貿易の割合が非常に高いという特徴を有して

いるが、同じ垂直差別化貿易の構造であると考

えられるであろうか。図21をみると、垂直差別

化貿易の拡大といっても2つの国の部品貿易に

は異なる特徴が現れる。この図では、差異化財

市場の場合と普及化財市場の場合に分けて重複

度の分布をみている。日本の場合は差異化三市

場において重複度が高い領域で貿易の割合が上
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　昇している。しかし、中国では差異化財市場で

　　は貿易規模が低下し、普及化財市場で割合が上

　昇している。このように、垂直差別化貿易の拡

　大傾向とともに、もう1つの構造変化として輸

　　出入単価比率の異なる市場で特徴が見られる。

　以下では、輸出入単価比率を基準にした2つの

　領域に分けて貿易構造を考察したい。

　（2）　4力国の競争力指数と比較優位指数

　表18は、輸出入単価比率が111．15≦㎜≦

1．15の領域を除き、（1）垂直差別化貿易の場合と

（2）重複度が10％以下のものを含む場合で、4力

国の競争力指数と比較優位指数を14ヵ国とア

ジア諸国との2つの集計レベルで求めたもので

ある。それぞれの部門の上段は単価比率がL15よ

り大きな差異化財市場、下段は単価比率が111．15

以下の普及化財市場を示している。競争力指数

とは、同一部門内の国際比較を行なう目的があ

り、比較優位指数は一国内の部門間の相対関係を

示すものである。

　まず、同一部門内の国際比較としての国際競

争力指数を概観しよう。第1に、垂直差別化貿

表17　4力国の垂直差別化貿易の動向（％）

日本 韓国 台湾 中国

増減　　2000 増減　　2000 増減　　1999 増減　　2000

全体 6．0　　32．6 12，6　　38．3 8．1　　31．1 軌8　　　29．9

製品原材料 7．6　　　32．8 2．0　　　20．7 1．9　　　14．8 △4．7　　23．4
14

資本財 5．9　　　35．1 18，8　　38．7 4．2　　　25．4 15．1　　36．3
カ

国
一般部品 6．2　　　59．2 16．4　　71．4 11．6　　59．3 17．7　　　71．4

耐久消費財 9．1　　　16．9 2，7　　　20．5 △23．9　　15．6 △8．1　　　4．6

準耐久消費財 △1．9　　13．4 6．7　　　19．8 0．9　　　19．0 △0．4　　　8．0

全体 12．8　　32．8 11．6　　38．4 10．3　　34．3 9．0　　33．9

ア
製品原材料 7．6　　　24．8 0．3　　　19．5 1．0　　　14．2 △7．2　　23．6

ジ
資本財 13．1　　30．8 24．2　　43．7 6．3　　　29．2 17．5　　43．1

ア
一般部品 20．6　　65．2 11，2　　65．3 16．2　　62．6 10．8　　71．1

耐久消費財 4．7　　　13．5 6．0　　　29．5 △13．7　　31．3 △13．6　　　6．5

準耐久消費財 0．1　　　10．8 17．0　　29．6 7．1　　30．1 0．4　　　14．1

注）HS（88）のデータにより、CIFI　FOB＝1．11で調整して計算。②増減とは1994年からの増減である。③台湾

　は2000年のデータが利用できないため、1999年のデータである。
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階）アジアとの貿易を示しているが、14ヵ国の集計レベルでも同じ傾向である。

易の場合とそれに重複度が10％以下のものも含

む場合とを比較すると、部門ごとに競争力指数

が異なる。とりわけ、韓国と中国には変化があ

る。韓国は、製品原材料、部品、資本財の3つ

の部門では、競争力指数が垂直差別化貿易では

マイナスであるけれども、重複度が10％以下を

含む場合ではプラスである。この部門での競争

力は、1994年時点と比べて上昇あるいは維持し

ていることから、一方向貿易で国際競争力があ

ることが理解できる22）。また、中国は消費財で

重複度が10％以下を含む領域で競争力を向上さ

せている。さらに、中国は、製品原材料では逆

に重複度が10％以下の場合には大きくマイナス

に転じており、競争力がない23）。

　第2に、重複度が10％以下のものを含む場合

に注目して、各部門の国際競争力を比較した

い。①製品原材料では、14ヵ国貿易とアジア貿

易ともに、日本だけが差異化財市場で競争力を

有している。韓国と台湾は普及化財市場で競争

力があるが、中国は二つの領域とも競争力がな

22）14ヵ国の集計レベルで1994年と比べると、韓国の
競争力は単価比率が1．15より大きな領域で資本財が

　47．2ポイント上昇し、部品の競争力の変化は小さ
　い。111．15以下の領域では部品が28．9ポイント上
　昇している。

23）中国の製品原材料の競争力指数は、単価比率が
　1．15より大きな領域で49．1ポイント減少している。
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い。また、韓国はアジアとの貿易は差異化財市

場で競争力を有しているが、1994年時点と比較

すると競争力指数は6．アポイント低下している。

したがって、日本は質の高い差別化された財と

標準化された財ともに競争力をもち、韓国、層

湾は標準化された財に競争力があるが、中国は

競争力がないといえる。②部品貿易では、製品

原材料と同じように、日本、韓国・台湾、中国

という3つのグループに類型化できる24）。しか

し、韓国では、差異化三市場で競争力があり、

普及化財市場で競争力がマイナスである。つま

り、韓国の部品貿易は輸出と輸入の棲み分けが

なされている。また、台湾では、普及化財市場

の部品貿易の競争力が高いということで韓国と
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　　は異なる。③資本財では、日本とともに中国の

　競争力が高い。しかし、すでに見たように、両

　　者の貿易構造は異なる。中国の部品財の競争力

　　は全くない。さらに、図21でみたように、中国

　　の部品貿易は普及化財市場で拡大しており、高

　　品質の部品財の輸入を高めている。つまり、中

　　国は、部品を輸入し最終財の資本財を輸出する

　　という貿易形態が確認できる。④2つの消費財

　　ともに、日本の競争力がなく、他の3国は競争

　　力がある。そのなかでも、中国の競争力が圧倒

　　的に高い。資本財と同様に、中国の消費財の競

　　争力は部品輸入に支えられたものである。

　　　以上の分析を要約すると次のような構造にな

　　る。第1に、日本と中国は資本財に競争力をも

表18　4ヵ国の競争力指数と比較優位指数（2㎜年）

　　　　　（1）垂直差別化貿易の場合
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（2）重複度が10％以下も含む場合
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注）①輸出入単価比率が111．15≦UVR≦1．15の領域を除いている。②それぞれの部門の上段は単価比率が1．15よ

　り大きな領域で下段は単価比率が111．15以下の領域を示している。③台湾は2000年のデータが利用できない

　ため、1999年のデータである。④網掛けは指標がマイナスの部分を強調するためである。

つが、それ以外は対称的な構造が観察された。

つまり、日本は中間投入財に競争力があり、中

国は消費財に競争力がある。第2に、韓国・台湾

は日本を含む先進国に対して資本財の競争力は

ないが、製品原材料と部品貿易では競争力があ

る。さらに両国は、日本と異なり、消費財の競

争力を保持している。韓国と台湾の違いは、前

者は差異化財市場で部品の競争力が、後者は普

及化財市場で競争力があることである。

24）ただし、製品原材料の貿易では、CI：FI　FOB比率

が他の部門より高いと考えられるので、部品貿易の
競争力指数の比較形態に近づくと思われる。
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　次に、一国内の部門間比較の指標として比較

優位指数を2つの側面からみたい。第1に、垂

直差別化貿易には特徴がある。一般的傾向とし

て垂直差別化が進めば貿易規模に対する貿易収

支の割合が小さくなるため、比較優位指数は低

下する傾向にある。そのなかでも、日本と韓国

（台湾はアジア貿易に限り）は部品財の比較優

位をもち、中国は最終財である資本財と消費財

に比較優位をもっている。第2に、重複度が

10％以下のものを含む場合にも特徴がある。日

本は、製品原材料、部品、資本財に比較優位が

あるが、とりわけ、部品と資本財の差異化財市
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場に比較優位がある。それに対して、中国は、

2つの消費財に比較優位をもっている。また、

韓国と台湾は、製品原材料と部品、消費財に比

較優位をもつが、韓国の部品は差異化財市場で

比較優位がある。したがって、一国の比較優位

構造と部門の競争力構造は、指標の意味は異な

るが、製品原材料、部品、消費財には対応関係

が見られる。最後に、資本財は日本だけが単価

比率が1．15より大きな領域で比較優位が高い。

　比較優位指標の分析を要約すれば以下のよう

になる。まず、日本は差異化財市場で資本財と

部品の比較優位がある。次に、韓国と台湾は普

及化財市場の製品原材料に比較優位がある。さ

らに、韓国の部品は差異化財市場で、台湾の部

品は普及化財市場でそれぞれ比較優位を持つ。

そして、最後に、中国は消費財に比較優位があ

るが、資本財の競争力指数はプラスであるもの

の比較優位がない。

（3）構造変化の類型化

　1994年から2000年（台湾は1999年）の申期で

の日本、韓国、台湾、中国の各国内の部門間の

比較優位構造の変化を分析してみよう。それぞ

れの国の1994年から7年間（台湾だけは6年間）

の変化を図示したのが図22である。図18と同様

に、左右のベクトルの動きは差異化財市場の変

化を、上下のベクトルの動きは普及化財市場の

変化を示す。4つの象限と45度線から構成され

る領域を考えてみると、それぞれの国の特徴が

現れる。

　第1に、日本では、部品と資本財は第1象限

の45度線の右下の領域にあり、製品原材料は第

2象限から第1象限へと移動している。また、

消費財は第3象限にある。そのため、日本は

「第1象限・第3象限型」の貿易構造と言える。
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　　つまり、部品と資本財は差異化財市場の比較優

　位を保持し、製品原材料も差異化財市場で比較

　　優位を伸ばしている。第2に、韓国では、製品

　原材料、準耐久消費財、そして、耐久消費財が

　　第1象限から第2象限の方向へと移動し、部品

　　は第4象限にとどまり、資本財は第4象限へと

　移動している。それゆえ、韓国は、「第2象

　　限・第4象限型」の貿易構造である。第3に、

　　台湾は、X軸では原点近くの変化にとどまり、Y

　軸では上下の動きを示していることから、普及

　化財市場の変化が顕著に表れている。構造変化

　　を類型化すれば、部品・製品原材料が「第2象

　　限型」であるという特徴をもつ。第4に、中国

　　は、部品と製品原材料は第4象限にあり、2つ

　　の消費財は第1象限にある。とりわけ、準耐久

　消費財は第1象限の45度線左上にシフトしてい

　　る。したがって、日本と同じ「第1象限・第3

　象限型」であるが、部門の比較優位構造は全く

　対称的である。

　　比較優位指数による類型化は、（上記で見た

　競争力指標による形態類型として日本と中国が

　対称的であるということは同じであるが）貿易

　構造に関して新たな情報を提起する。つまり、

　　中期の貿易構造においては、日本と中国は差異

　　化財市場における構造変化を起こし、韓国と台

　　湾は普及化財市場の構造変化を起こしている。

　　（4）市場の階層化

　　　2つの財市場領域の輸出規模、輸入規模の関

　　係を、部門ごとの国際比較として確認しよう。

　　表19の輸出とは、部門内部での単価比率が1．15

　　より大きな差異化財市場の輸出規模の割合を11

　　1．15以下の普及化財市場の輸出規模の割合で

　　割った値である。また、表19の輸入は、輸出入

　　単価比率の逆数を考え、単価比率の逆数が1ユ5
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　　　　　　　　　　　　　　　　図22　4ヵ国の比較優位構造の変化（1994－2000）
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注）①1994年時点と2000年時点の変化をベクトルで示している。②台湾は1999年のデータである。

より大きな財市場領域の輸入規模の割合を11

1．15以下の財市場領域の輸入規模の割合で割っ

た値である。したがって、ともに1以上であれ

ば差別化財の貿易規模が大きいことを示す。

　この表から各国の特徴が分かる。第1に、各

国の輸出における差異化財市場領域の割合が相

対的に大きな財を考えよう。日本では（とりわ

けアジア貿易で）製品原材料、部品、資本財で

あり、比較優位構造に対応している。また、比

較優位のない2つの消費財においても、日本は

差異化財市場領域の輸出規模が大きい。韓国は

部品で、中国はアジア貿易め消費財で差異化財

市場領域の割合が相対的に大きい。第2に、輸

入の特徴をみると、日本は部品を除いて普及財

の輸入割合が高い。それに対して、他の3ヵ国

は、とりわけ部品と資本財の差異化財の輸入割

合が非常に高い。くわえて、中国の消費財で差

異化財の輸入割合が高い。

　さらに、図23はアジア貿易での変化を示すた

めに、準耐久消費財を除いた4つの財ごとの国

際比較を行っている。この図は、X軸に輸出の

財比率を、Y軸には輸入の財比率を示している。

各財の輸出入構造は、上記の国別の比較優位構

造を反映している。製品原材料と資本財には、

アジアの中での日本の特徴が現れている。日本

は、差異化財市場における輸出割合をわずかで

あるが伸ばし、差異化財の輸入がきわめて低

い。この構造は、日本が差異化財の比較優位が

あることに対応している。中国の部品貿易の顕

著な特徴として、急速に差異化財の輸入割合を

拡大させている。ここに、中国の差異化財の輸

入を基にした貿易構造が確認できる。そして、

貿易割合の収敏化傾向とみられる動きが、部品

貿易では日本、韓国、台湾の3ヵ国、耐久消費

財貿易では4力詠に観察される。とくに、部品

貿易の動向は、垂直差別化が進行し、韓国は差

異化財市場で、台湾が普及化財市場で比較優位

をもつことを反映している。ただし、日本のア

ジアとの部品貿易の比較優位と相対輸出入規模

は異な・る。それは、差異化財市場での部品輸入

が拡大していることを物語っている。
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表19　2つの市場領域の相対輸出割合・相対輸入割合

輸出 輸入

日本 韓国 台湾 中国 日本 韓国 台湾 中国

14千国 2000 2000 1999 2000 2000 2000 1999 2000

14

ﾍ国

製品原材料

舶i
走{財

ﾏ久消費財

?ﾏ久消費財

1．7

O．9

P．6

O．9

P．4

0．5

P．2

O．4

O．3

O．4

0．3

O．3

O．2

O．5

O．2

0．5

O．3

O．1

O．6

O．6

0．4

P．7

O．9

O．6

O．3

1．0

Q．3

R．9

P．4

P．3

0．9

Q．6

V．9

P．1

Q．0

0．9

R．5

P1．8

R．0

P．5

アジア

製品原材料

舶i
走{財
ﾏ久消費財

?ﾏ久消費財

2．4

P．5

S．7

P．1

V．2

0．7

P．5

O．9

O．5

O．5

0．3

O．5

O．5

O．7

O．3

0．7

O．4

O．2

P．1

P．1

0．2

P．2

O．3

O．4

O．1

1．0

P．4

Q．7

O．9

O．9

0．9

P．6

U．8

O．9

P．1

0．8

Q．8

W．4

Q．8

P．2

図23　同一部門における4ヵ日の相対輸出入構造の変化（アジア貿易〉
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むすび

経　済　学　研　究

　以上、日本の長期データとアジア諸国の中期

データを分析し、用途二二分類の視点から、経

済のグローバル化の特徴を見てきた。そのなか

で、以下のような結論が得られた。

　第1に、貿易構造の変化とは、垂直差別化貿

易の拡大であった。第2に、垂直差別化貿易の

拡大を用途別財分類の視点から分析した。とり

わけ、製品原材料、部品、資本財の貿易に垂直

差別化貿易の特徴がみられた。そして、この3

つの財の貿易の特徴から、生産の国際的分散の

拡大傾向を確認した。第3に、輸出財と輸入財

の質の相違が顕著になることを「市場の階層

化」と定義し、さらに、差異化財市場で輸出規

模を拡大させている．ことを「貿易の高度化」と

定義した。そして、日．本は、部品、製品原材料、

資本財で差異化財市場での比較優位を持ち、貿

易を高度化させていることが確認された。第4

に、日本、韓国、台湾、中．国の中期の貿易構造

分析により、各国の類型化がなされた。アジア

諸国との比較の中からも、日本は、差異化財市

場での比較優位を上昇させ、輸出を拡大させて

いることから、市場の階層’化と貿易の高度化が

見られる。
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